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はじめに 
 
制度面の基礎は社会主義時代の旧土地制度にありながら

も、実態においては待ったなしで市場経済化と都市化が進

行する中国。その狭間で犠牲となる農民。農民にとって土

地問題は三農問題1の核心をなすものだ。過去７年間の耕地

減少規模は６６４．７万ヘクタール（約１億畝2）に達し、既に

４０００万人が失地農民となったと言われている。 
２００４年は土地制度の矛盾に端を発した経済、社会問題

に中国社会と政府が共に注目した年であった。土地に関す

る多くの問題が各方面で取り上げられ、昨年１０月には新し

い政策が打ち出された。本レポートでは中国の土地制度の

概要、耕地減少に関する現状、開発による農地転用の問題

点及びその背後にある構造、更にこれらに対処すべく発表

された新政策について紹介するとともに、今後の課題につ

いて整理した。 
 
 
１．中国土地政策の骨組み 

 
中国においては、すべての土地が公式には「公有」であ

る。しかしながら、「使用権」は市場で売買されており（い

                                                           
1 「三農」問題とは、単なる「農業」（停滞の）問題を超えて、農

村・農民全体に関わる構造的問題として概念化されたもの。具体的

には①農民問題：農民の収入増加（非農業分野での就職機会拡大や、

負担軽減）、②農村問題：農村近代化（行政の合理化や教育、医療

などの農村の社会事業の発展）、③農業問題：農業近代化（農業の

構造改革、農地の流動化）等を指す。 社会科学院学院農村発展研

究所の張暁山所長は三農問題の解決のための課題を①農民収入の

増加と食糧安全の確保、②農村労働力の都市へのシフトと郷鎮都市

化、③市場に対応した農民組織化の促進、④土地制度改革の深化と

整理している（中国青年報04/2/22）。 
2 畝は中国で使われる面積単位。１畝は約1/15ヘクタール、１000

畝＝約67ヘクタール 

わゆる「所有の二重構造」）、さらに都市と農村で土地の属

性が異なる（政策の二元構造）という特色を持つ。これら

の中国の土地政策の枠組みについて２つの法律を中心に簡

単に触れたい。 
 
（１）土地管理法 
現行の土地政策は「憲法」を基礎にした《土地管理法》

（１９９８年3）と関連条例を中心にした法体系からなる。土

地の所有権は都市部においては「国有」、農村部において

は中国特有の「集体所有」になっている。集体所有とは国

有と私有の中間にある第三の所有形態で、農村部の場合は

村の住民からなる村組織の集団所有を指している。（後述す

るが、この「集体所有」概念自体の不明確性が現土地制度

の盲点となっている。） 
 
（２）土地請負法 
《農村土地請負法》（２００２年4）は農民が政府に対し賃借

料と交換で３０年～７０年間5の期限付きで土地の請負（使用）

権を得ることを保障した法だ。これにより土地の使用権と

所有権を分離させ、前者を農民に貸与することで安定した

土地使用が可能となった。また土地使用権を（農民間で）

売買する市場が形成されると同時に、地方政府は土地から

賃借料の名目で収益を得るシステムも誕生した（後述の地

方政府財政の「土地売り財政」参照）。 
 
 
 
                                                           
3 最も初期の土地管理法が成立したのは 1986 年。その後 1988 年、

1998年と 2回の修正が加えられた。建設部HPで全文が見られる
www.cin.gov.cn/law/other/2000111612-00.htm 
4 「中華人民共和国農村土地承包法」
www.people.com.cn/bike/viewnews_no.btml?id=70532 
5 第一次請負では 15年、第 2次請負では更に 30年延長された。 



１．土地の二重構造：土地は全て公有（「所有権」は国）だが「使用権」は市場で流通している。 
２．都市と農村の２元構造： （所有に関しては） 都市部 ＝国有、  農村部 ＝「集体」所有 
              （用途限定）   国有 ＝特になし、  「集体」所有＝農業に限定 
３．独特で曖昧な「集体」の概念：正式には農村集体経済組織。農民はそのメンバーであるが、「集体」＝「農民」でない。

→ 農民の土地は誰のもの？ 
 
 
ここまでが、農村部における（農地が農業目的で流通す

ることを前提としてできた）基本的な枠組みだ。しかし実

際には近年の急速な経済発展に伴い農地は農業以外の目的、

即ち開発区や不動産の為に転用されている。農地が非農業

目的で流通する際、現実と制度のミスマッチから後述３．

（３）①にあるように農民の土地は、以下のプロセスをと

おして住民である農民不在で不動産業者に渡るケースが一

般化している。 
 

農民 － 集体代表 → （収用・国有化） 
 → 地方政府 －（実質上の売却）→ 不動産業者 

 
これが土地に関する社会問題を引き起こしているプロセ

スである。急激に変化する社会経済の実態に制度が追いつ

いていないために起きたねじれ現象とも言えるだろう。こ

れらの農地の「囲い込み」現象に触れる前に、農地転用に

よる耕地削減の概況を紹介する。 
 
 
２．耕地減少の現状  
 
６６４．７万ヘクタールの耕地減少 
 
２００３年中国国土資源公報（２００４年４月８日発表）によれ

ば、１９９６年には１３，００３．９２万ヘクタール（１９．４９億畝）

だった耕地総面積は、２００３年には１２，３３９．２２万ヘクター

ル（１８．５１億畝）に減少している（図１を参照）。経済誌「財

経」6は「２００３年の減少率（３８０６万畝の減少、前年比－２．

０１％）が続くと、中国はまもなく需要を満たすだけの食糧

供給ができなくなる臨界点に達する」と報道した7。その主

な原因は①（傾斜度２５度以上の耕地を林地に戻す）退耕

還林・還草8の実施、②農業構造調整の実施、③建設用地の

                                                           
6 英語名Caijing Magazine, www.caijing.com.cn 中国有識者並び

にビジネスマンに広く購読されている経済誌 
7 財経2004年4月20日「中国耕地流失の憂患」p.74-p.76 
8 25度以上の傾斜地の耕地を森林及び草原に戻すことで山間部を

緑化する国家級環境プロジェクト。1998年の長江大水害を教訓に

翌年1999年から実施されている。2003年からは牧畜地区を草原に

戻す「退耕還草」も実施されている。 

増加、④耕作放棄地の増加が挙げられる。２００３年の公式

統計によれば、耕地面積縮小の内訳は①が７８％、②が１２％、

③が８％となっており、量的には退耕還林が大きな割合を

占めている（図２を参照）。しかしながら、ここでは社会的

影響が大きい都市化の発展に伴う建設用地の急増と、地方

政府の経済開発区等の盲目的な建設について紹介する。先

ずは以下耕地転用の規模について整理したい。 
 
図１ 
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図２ 

2003年耕地減少の内訳
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単位：万ヘクタール 

出典：２００３年中国国土資源公報（２００４年４月８日発表） 
 
 
 



図３ 

単位：万ヘクタール， 出典：同上 

 
・ 国土資源部土地調査統計によれば、９６年から２００３年

までの間に減少した耕地（６６４．７万ヘクタール（約１億

畝））のうち、建設によるものは１３３．３万ヘクタール（２

０００万畝）にのぼる。また、そのうち８６．６万ヘクタール

（１３００万畝）は灌漑施設を備えた優良田である9。優良

田は、良好な水資源へのアクセスを有するとともに、一

団の平坦な土地であるという特徴を持つが、こうした土

地は非農業用地としても優れており、開発区の格好の対

象とされやすい。 
・ １９８７年から２００１年までの１４年間で、全国の非農業建

設による耕地占有面積は約２２０万ヘクタール（約３３００

万畝）にのぼり、その７割が政府による行政的手段を用

いて収用している10。 
・ ２００３年の国民一人当たり耕地面積は０．０９５ヘクター

ル（１．４２畝）で、世界平均の３５％に過ぎず、全国２８０

０県のうち、ＦＡＯが定めた警戒下限以下の県は６６６にの

ぼる11。 
・ 国務院の《基本耕地保護条例》によると基本農地の転

用は国務院による批准が必要と定められているが、現実

では地方政府はこれらを無視して大量の基本農地12を開

                                                           
9 孫文盛国土資源部長2004年4月5日発言より、同上 
10 瞭望新聞周刊2004年5月10日第19期「農地博弈（農地ゲーム）」

p.22-p.31 
11 「国連食糧農業機関（UN Food and Agricultural Organization）

によると、一人当たり耕地面積が0.533ヘクタール（0.8畝）を下

回ると食糧安全保障の面から警戒ラインと定めている。」財経2004

年4月20日「中国耕地流失の憂患」p.74-p.76 
12 1999年施行の基本農地保護条例によると基本農地とは①食糧、

綿、油生産基地内の耕地、②優良な水利及び土地改良施設を整えた、

又は今後改造計画があるか、改造が可能である中、低生産レベルの

農地、③野菜生産基地、④農業科学研究、実験区。土地利用総合計

に基づき、鉄道や道路等の交通機関沿線、都市と農村や町建設地区

周辺の耕地は優先的に基本農地保護区に入り、退耕還林・牧・湖の

耕地は基本農地保護区に組み入れるべきではない（第10条）、と定

義されている。また、第9条では省、自治区、直轄市の基本農地は

その行政区域内の耕地総面積の8割以上を占めるものとし、具体的

な数量指標は全国土地利用総合計画が各レベルごとに下達するも

発区に転用している。 
 
 
３．地方政府による農地「囲い込み」 
 
次に農地転用の現場はどのように行われ、農民はそれに

どのように対応しているのかを見てみたい。 
 
１）「囲い込み」と開発区閉鎖 
 
近年中国のメディアも「圏地（熱）」（囲い込み（熱））と

言う表現で乱開発について頻繁に報道している。典型的な

「囲い込み」の原因は開発区の建設である13。最新の公式

統計によると全国には、国、省、市、県レベルで計６７４１

ヶ所の開発区（総面積３７５０万ヘクタール）がある14。この

ような開発区の乱立（重複投資）、それに伴う農地の急減、

立ち退きを巡る社会問題の拡大をうけて、昨年２月以降、

中央政府は開発区の閉鎖に動きだし、２００４年６月までに４

７３５ヶ所（全開発区の７０．２％、面積で２４１０ヘクタール、

全体の６４．４％分に相当）の開発区が閉鎖された15。 
 
 
《政策》 過去３回、開発区建設抑止への動きがみられた。

                                                                                       
のとある。 
13 この他リゾートやゴルフ場開発も問題になっている。目下全国

のゴルフ場は200箇所、18ホールの場合2000畝(約134ヘクター

ル)近い土地を占有し、農薬による地下水汚染等も含め問題になっ

ている。5月26日新華社電子版＝中国通信「中国のゴルフ場は200

箇所あまり、不動産開発の隠れ蓑に」 
14 この面積は全国の都市建設用地の総面積3150万ヘクタールを上

回る。 
15 中国青年報2004年6月21日p.1「土地政策宏観調整の手段とな

る－全国の70％の開発区、用地使用の60％を削減」より。 又、

北京市は開発区目的に収用し、未使用の2.6万畝を再び農地として

使用する政策を出した。 

土地利用状況（２００３）
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今回の動きは歴代４回目にあたる。 
（ア）１９８６年３月《土地管理強化耕地占有阻止に関する通

知》土地管理法の設立と深化、早急な《中華人民共和

国土地法》の制定をうたう。８５年中国初の耕地占有熱

がおこり、農地の急減をうけて発布。 
（イ）１９９２年１２月国務院重要指示「即刻新たな開発区の

申請許可と建設を取りやめ、既に批准したものに対し

ても再検討を行い、停止すべきものは早期に停止す

る」。９３年１月国務院特区の報告書《各種開発区厳格審

査、処理の管理問題》は、開発区問題は地方の問題で

あって中央の問題ではないと結論。１９９２～９４年の間

大量の耕地が不動産（開発区）開発に使われる。 
（ウ）１９９７年４月《中共中央、国務院都市管理強化耕地保

護に関する通知》（中共９７年１１号文件）、同年９月《国

家国土管理局非農業建設用地精査問題処理原則に関

する意見》。再び開発区縮小の動き。 
（エ）２００３年７月３０日《国務院弁公庁 各種開発区整理、

建設用地管理強化に関する通知》発布。 
 
次に、湖南省の事例をつうじて、乱開発が農民に与える

影響と、背後にある要因について整理したい。 
 
２）ケーススタディ（湖南省） 
 
【野菜作りをしていた県庁付近の村の土地が強制収用さ

れた一例16】 
湖南省寧遠県舜陵鎮西郊村（県財政年間１億元、人口８０万

人、ＧＤＰ２３億元17、人口６２８人（６５％）が野菜栽培農家。） 
・ ２００３年２月、県政府により村の土地が《文化広場》第

２期建設の為に７．１ヘクタール（１０６畝）収用される事を

知る。 
・ ５月、村の委員会は県国土資源局との間で５．３ヘクター

ル（７９．６畝）の収用及び補償金１７１万元を示した《土地

収用協議書》に署名。 
・ 農民は以下の理由でこの協議書合意に反対。①村委員

会は農民を代表していない。協議を経ていない。②一人

２７００元の補償は低すぎる。③移転先は不便すぎる、④

実際面積（１０６畝）と契約面積（７９．６畝）に差異があ

る、⑤県政府は用途を文化広場としているが、実際は商

品住宅と商店になる。 
・ ７月、寧遠県は正式に湖南省国土資源庁に土地利用許

可の書類を提出。トラクターが入り平地準備作業を開始。 
                                                           
16 経済時報2004年５月２６日ｐ.3「誰が農民の命綱である土地を

守るのか」 
17 １元＝12.50円（12月6日現在） 

・ ８月、湖南省政府は［２００３］政国土字第４００号《農業

用地転用土地収用審査表》を発布し８０．４畝の使用を許

可。 
・ １０月、寧遠県政府は《土地収用公告》をだし、《収用

補償移転法案公告》を発布。全面積が既に平地となる。 
・ この間農民と政府の間で衝突がおき、６人が警察に拘

留され、１人は懲役労働につかされる。 
・ ２００４年２月、県政府は幹部１２０人を農民説得に送り込

む。県国土資源局は３月２０日までに農民が土地を手渡す

よう命じた通知を出すが、功を奏さず、３月３０日に永州

市人民裁判所に訴える。裁判所は４月１９日に４月２２日ま

でに住民に強制退去するよう求める判決を発表。 
・ ２００４年３月、寧遠県城市建設投資開発有限公司が県政

府に１８００万元で入札し、５月２６日、正式にビル建設を開

始。 
・ 住民は現在（５月）生産手段を失い収入がほとんどな

い生活を強いられ、６名の農民は拘留されたまま。 
 
農民不在の開発計画、突然の告知、農民の利益と乖離し

た村委員会（集体代表）による取引、強引な家屋撤去、地

方裁判所及び公安丸抱えで農民を追い払う地方政府、名目

上の「公共目的」等、近年の土地問題に共通する代表的な

問題点がこのケースから見て取れる18。 
 
３）地方政府の耕地「囲い込み熱」の背後 

 
地方政府はなぜ強引な土地開発に走るのか？背後にある

３つの要因をまとめた。 
①現行の土地収用制度における無防備な農民の権利＋②

困窮する地方財政＋③地方政府指導者の「業績」作り＝地

方政府による耕地の「囲い込み」（開発区・不動産開発等） 
 
要因①：制度的欠陥、蔑ろにされる農民の権利： 
・ 制度的欠陥：農民の土地＝「集体」所有、且つ直接は

非農業建設用地にはできない 
→集体の代表（村民委員会等）や地方政府をつうじて土

地は不動産業者の手にわたる。 
このような「農民と不動産業者は直接交渉が不可能で、

農民の交渉権が剥奪されている」19、「農民の土地は実質上

『持ち主なし（無主）』財産となっている」20という状況を

                                                           
18 こうした動きに対し、2004年6月14日に国務院弁公庁は《都市

家屋撤去立ち退きに関する厳格管理の通知》（国弁４６号文件）を

発布。始めて悪質な宅地の強制撤去、立ち退きを禁じた。 
19 社会科学院 党国英 中国経済日報 2004年4月23日p.(新視

点)5、「農村土地制度設計における矛盾をいかに打ち破るか」 
20 朱守銀 農業部農村改革実験区弁公室総合処処長、同上 



つくった制度環境を土地管理法から説明すると以下のとお

りになっている。 
 
土地管理法には「国家は公共利益の必要性の為には法に

基づいて集体所有の土地を徴収することができる。」、「農地

の使用権は非農業建設目的には利用できない」21という規

定がある。これは「国（地方政府）は公共目的なら農民か

ら土地を取り上げることができ」、また、「（農地は農業目的

にしか流通させられないので）農民は直接不動産開発者と

土地の（使用権）について交渉できない」という意味合い

を持つ。そのため冒頭の１．土地政策の骨組みで触れたよ

うに現行では農地に何らかの建設を行う際、次の２ステッ

プが取られている。 
農民の土地は一旦政府に収用され国有化される（図ステ

ップ①）ことにより、非農業建設目的への道が開かれる。

しかも行政命令なので強制力をもち、コストも抑えられる。

次に地方政府は不動産開発業者に使用権を貸与する（図ス

テップ②：実質上の民営化による土地の売却）。制度の未整

備からこのようなねじれた土地市場が形成されている。 
 
・ 不明確な「集体所有」の定義、農民の利益が必ずしも

代表されない「集体」 
更に「集体所有」という概念の曖昧さ故に結果として農

民の利益が蔑ろにされている22。「集体」（正確には「農村

集体経済組織」）と「集体経済組織のメンバー（農民）」は

同一ではなく、集体所有とは実際上多くの場合「農村幹部」

の所有となっているのが現状だ23。また、集体に、新生児

は含まれるのか、村外に嫁に行った人、出稼ぎに行ってい

る人の扱いなどは不明であり、概念に明確な定義がない24。

そのため、結果として集体所有は農民の財産権を保障する

機能を果たしていない。 
 
このように特異な２ステップ方式と、農民の利益を必ず

しも代表していない「集体」のあり方によって農地転用に

よる不動産開発は農民不在のまま進んでいる。更に、第３

者として社会の公平性を維持するための役割を果たすべき

政府が土地開発の当事者であることも自体を悪化させてい

る。（前述の湖南省の寧遠県政府のケースを参照。）このよ

うな制度的環境において農民はなすすべを持たないのが現

                                                           
21 正確な原文は「農民集体所有の土地の使用権は非農業建設目的

で譲渡(「出譲」)、譲り渡し(「転譲」)」、賃貸(｢出租｣)すること

はできない」（土地管理法第63条） 
22 韓俊 国務院発展研究中心農村部、同上 中国経済日報 2004

年4月23日 
23 徐小青 国務院発展研究中心農村部、同上 
24 陳錫文、中央財経領導小組弁公室主任、同上 

状だ。 
 
要因②：地方政府の財政難： 

１９９４年に分税制導入以来、基層（県以下）政府におけ

る財政状況は一貫して悪化しており、全国の県、郷、村は

巨額の財政赤字をおっている。調査の一例（四川、湖北、

安徽）では８割以上の郷鎮政府が財政赤字を有しており、

県平均３．３２億元、郷平均４００万元規模と財政赤字は非常に

深刻な状況にある25。こうした状況にある地方政府にとっ

て、農地転用による不動産開発は非常に魅力的な収入源と

して捉えられている。土地開発の収益のうち、地方政府は

土地を右（農民）から左（不動産会社）に動かすことでそ

の２０－３０％を得ているといわれている。例えば１億円のプ

ロジェクトなら２～３千万円が地方政府の「収入」となる26。

公務員の給与さえままならないという地方政府の財政難が

彼らに「土地売り財政」を迫る要因の一つになっている27。 
 
要因③業績稼ぎのための土地開発： 
地方政府指導者にとってその地区のインフラ整備、地区

の経済活性化、ＧＤＰ成長率は自らの出世を上部が判断する

際、重要な業績判断材料とされてきた。そのため、自らの

業績を上げようと地方指導者は企業の誘致に熱心であった。

大規模な開発区や市中心部の商業区開発、広場建設はその

格好の対象とされてきた28。 
 
以上農地転用による不動産開発の背後にある３つの要因

を整理したが、以下ではこれらの現象が引き起こす経済、

社会的影響について見てみたい。 
 
 
４．土地問題の影響 

                                                           
25 詳しくは瞭望新聞週刊 2004年9月20年第38期「地方債務危

局」、中国経済時報 2004年8月2日「安徽省県郷財政状況調査」、

中国経済時報 2004年9月23日「郷鎮債務源于政府体制」等を参

照。また蘇明財政部財科所副所長は全国平均値で郷鎮政府、村民委

員会の負債はそれぞれ400万元、20万元と報告している。経済参

考報2002年3月20日。 
26 財経2004年11月1日119期「’土地親政’背後の政治経済学」

p.91より。その他は企業が40－50％、村級組織が30％、農民は5

～10％。 
27 地方財政を圧迫している要因の一つには人件費がある。瞭望新

聞周刊は以下の例をあげ、人件費膨張による地方財政圧迫が地方の

土地売り財政の背景にあると指摘している。「陝西省延安市黄竜県

の例では2003年度の県財政収入は859万元、出費は3159万元でそ

の内の9割以上が人件費を占めている。」瞭望新聞周刊2004年5

月10日第19期「農地博弈（農地ゲーム）」 
28 しかし、昨年12月の3中全会以降「正しい政治成績観」が強調

されるようになり、このような「形象工程（形だけのプロジェクト）」

に対し現在ストップがかかっている。 
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農地転用による不動産開発が中国社会経済に及ぼす影響

は極めて大きい。ここでは最も懸念される①社会の安定と

②食糧安全保障の二つを取り上げる。 
 
１）社会の安定と土地 
 
上記に見てきた各種開発により土地を失った失地農民は

既に４０００万人と言われている。彼らは①生存保障、②収

入、③就職の全てが無い「３無農民」と言われており、社

会不安の震源地ともなりかねない。今後も毎年２００万人の

規模で土地を失う農民が発生するとも予想されている29。

「現在の農村の経済、政治上の軋轢、基層政権組織の問題

は直接、間接に土地問題と関連している。土地制度の不合

理は全ての矛盾の根源となっている30。」といわれており、

現政権にとって命取りとなりかねない社会不安の火種とな

っている。雑誌「財経」も５．で後述する新土地政策の背

後には「中国の都市化のプロセスにおいてますます激化す

る土地（関連の）衝突及び階層矛盾を緩和させたいという」

意図があると指摘している31。 
 
２）食糧安全保障と土地 
 
農地減少の影響は食糧安全保障とも大きくかかわってお

り、最近、危惧する声が高まっている。更に食糧生産の減

少傾向は、採算の悪化による農民の耕作放棄や、穀物から

経済作物への転換によっても加速されている32。 
 
この結果、以下に見られるような食糧生産能力の低下問題

が起きている。 
・ 中国の食糧の総消費量は４．８億トン。２００４年の食糧生

産量は４億５５００万トンを超える見込みだが、１９９５年５億

トンから２００３年には４億３０００万トンに減少している。一

方、全国１８．５億の農地のうち比較的生産性が高い基本

農地は１６．３億畝。過去６年間毎年１５００万畝の速度で農

                                                           
29 新中ネット（中国情報２４） 2004年2月2日 
30 遅福林、中国(海南)改革発展研究院執行院長、同上（中国経済

日報 2004年4月23日） 
31 財経2004年１１月１日119期「新土地政策：進歩と限界」p.90 
32 近年食糧価格の低迷、並びに関連生産コストの上昇から食糧生

産利益は極めて薄くなっており、農地を捨てて外に出稼ぎに出る農

家が増えている。特に中部食糧主産区では耕地放棄や荒地化現象が

広く見られる。また農地を離れずとも、儲からない食糧生産から果

樹や養殖へ切り替え、耕地を転用する農民も多い。例えば河南省の

農民いわく「３畝の地に桃の木を植え年間８～９０００元の収入が

あるが、小麦を植えたってせいぜい多くて１０００元にしかならな

い。」（財経2004年4月20日「中国耕地流失の憂患」p.74-p.76） 

地は減少しているが、この速度で減少し続けると国内需

要を満たせなくなる。４．８億トンの国内需要を今後満た

していくためには基本農地の維持は不可欠である33。 
・ ここ数年は豊作であったため備蓄もあったが、最近、

食料輸入が大幅に増加してきている。一例では２００３年

の大豆輸入量は２０７４万トン、小麦輸入量は２０万トン程

度であったが、２００４年は小麦だけで６７０万トンの輸入契

約がなされている。 
 
このように、土地問題は単なる経済問題ではなく、政治、

安全保障問題の側面も持つ。次に最新の中国政府の動きに

ついて報告する。 
 
 
５．２００４年１０月発表の新土地政策 
 
これらの土地問題に対し中国政府も方策を示した。２００

４年５月以降、国務院は、上述したように違法開発区等の閉

鎖、農地転用地での建設の新規認可の一時中止等の強硬な

措置をとった。一連の動きをまとめる形で２００４年１０月２１

日には「厳格な土地管理の改革の深化に関する国務院決定」

（国発［２００４］２８号）（以下「決定」）を発表した。「決定」

の柱は、農地転用に関する管理の厳格化と収用される農民

への補償拡充だ。また、これまで実質上末端政府が掌握し

ていた認可権を中央と省に集中させるとしている。主な内

容は以下の通り。 
 
①農地転用地の認可、審査の厳格化 
・ 農地転用面積の割り当て制：今後の建設に当たっては、

年度ごとに定められた農地転用を計画面積以内に抑え、

これを超えるものは認可しない。 
・ 事前審査管理の強化：プロジェクト形成初期における

事前審査の義務付け34。 
・ 土地使用基準の厳格化：使用に当たって、単位面積あ

たりの投資額や非生産施設の用地面積の比率などの最低

基準を制定35。 
 
②農民への土地補償制度の改善 
・ 収用が認可される前に収用対象地の使用目的、位置、

                                                           
33 財経2004年4月20日「中国耕地流失の憂患」p.74-p.76 
34 これまではプロジェクトが開始され、不動産開発が行われた段

階で初めて国土資源部に審査が提出されるため、土地転用規定に合

わない場合も停止させることが難しかったことを受けて。 
35 財経2004年１１月１日119期「新土地政策：進歩と限界」

p.87-p.95では「これにより別荘、ゴルフ場等への土地提供はでき

なくなった」p.88と指摘。 



補償基準、移転計画等を収用対象の農民に対して告知す

ることの義務付け。 
・ 土地現状調査結果には農民及び農村集体経済組織の確

認を取り付け、必要のあるものに関しては国土資源部は

公聴会を開く等の義務付け。 
 
③中央、省、地方の各政府の責任分担を明確化、権限の中

央集権化 
→これまで地方末端政府が実質上握っていた認可権を省、

中央に限定 
・ 中央：基本農地（面積）・農地転用（面積）年度計画

指標を下達。基本農地占有プロジェクトを審査、認可。 
・ 省：基本農地占有プロジェクトを審査、認可。省より

下の地方政府の行動を監督。 
・ 市・地区、県、郷等地方政府：基本農地保護の責任を

負う。→従来までの転用認可権限を失った。 
 
この「決定」に関し、葉剣平人民大学土地管理学科教授

は「《土地管理法》及びその関連法の全面的改訂及び、政府

管理体制の改革前に、土地管理政策の関連問題を解決しよ

うとするものであり、元々ある土地管理体制の大きな調整、

変更ではなく、あくまでこれまでの体制の改善、補助、も

しくは強化するもの。」とコメントしている。また、今後は

以下に見るような財産権制度にまで踏み込んだ根本的改革

が必要とも指摘している36。次に土地制度改革にむけた今

後の課題を簡単に整理した。 
 
 
６．終わりに：今後の課題、土地制度改革にむけて 
 
ここまでに触れてきた問題点、原因等は近年中国国内で

有識者を中心に広く指摘され、議論されている。今後の課

題についても活発に議論されているが、中国国内の有識者

の議論を網羅していると思われる遅福林中国（海南）改革

発展研究院院長37による課題整理を以下紹介したい。 
 
①（従来の二元構造から）都市と農村の一元化、土地「使

用権」の物権化、 
②集体経済組織における農民の財産権の実現、 
③土地資源の自主的配置と国家利益の矛盾の解決 
④農民の交渉地位の向上による土地補償問題の解決、 

                                                           
36財経2004年１１月１日119期「新土地政策：進歩と限界」

p.87-p.89 
37 著名経済学者、専門は移行経済理論・政策。 発言は同上（中

国経済日報 2004年4月23日）より。 

⑤制度環境の整備。農民への基本的公共サービスの保障 
⑥長期的かつ安定した土地の使用権を要とした都市・農村

の二元構造の打開 
 
④の土地補償問題は早急な対応が必要だ。まずは現行の

２～３倍をめどとした失地農民への補償額38の大幅引き上

げによる生活保障の拡充39などの具体的な方策が求められ

るだろう。さらに、土地収用制度を現行の強制から自主的

なものへ移行させると共に農民の組織化を可能とするなど

の基層民主化等の改革を行うことも補償確保の上で必要な

課題だ。 
また、①②⑥に関しては上記の葉教授も指摘しているが、

所有制度、財産権に関わる憲法問題であり、中長期にわた

る取り組みが必要な問題だと思われる。社会科学院の張研

究員は「農民の土地に関する権利を不可侵の権利として保

障することは農民の社会・政治的権利維持の一つの重要な

最低ラインである40。」とコメントしているが、最終的には

この問題への取り組みも避けては通れないだろう。 
 
最後に、土地問題の社会的影響の部分で紹介したように、

「中国の都市化のプロセスにおいてますます激化する土地

（関連の）衝突及び階層矛盾を緩和させたいという」意図

は政府に強く存在すると考えられる。今回当レポートで紹

介してきたように、土地政策問題において、中国国内にお

ける当問題に関する議論は非常に活発で、既に問題点、そ

の原因、また改革の方向性も整理されている。 
 
ただ難しいのはそれらをさまざまなバランスを睨みつつ

法制度によって具体化することであり、また基層政府レベ

ルでの「実施」を確実にすることである。社会経済の状況

が「市場経済の浸透」と都市化によって急激に変化する中、

旧来の制度設計と現実との間に溝が生じ、農民は今その最

大の犠牲になっている。今後、土地管理法の改定等の一連

の改革による状況の改善を望むと共に引き続きこの問題に

注視していきたい。 
                                                           
38 補償額については土地管理法には「しかるべき補償」をすべき

とした上で、以下の通り具体的に補償基準を示している。土地補償

費：（近年3年間の平均生産高）×６～10倍、移転費：（近年3年

間の平均生産高）×４～６倍、建設物・青苗費。しかし実態では地

方政府の裁量に任されている。（沈開挙 「深刻な土地収用問題」

鄭州大学中国公報論壇ネットhttp//202.196.64.16/calaw/xzf） 
39 土地収用に対する補償額の問題のほかに、補償金の支払いその

ものの問題がある。04年5月1４日国土資源ネット(www.clr.cn)

によれば、広東省黄華華省長が2004年内に広東省の滞納補償金12

億元(約180億円)の支払を約束したとあるが、全国の未払い補償金

はここから推測してもかなりの規模になると思われる。 
40 張暁山、社会科学院学院農村発展研究所所長、同上 （中国経

済日報 2004年4月23日） 


